
単価契約仕様書 

                        建設局建設企画部建設総務課 

                  （担当 北尾、宮本 電話 075-222-3545） 

 

件 名 
（単価契約）白黒出力（電子データ原稿、電子データ（以外）原稿）、フルカラー

出力（電子データ原稿、電子データ（以外）原稿）、白黒出力（スキャニング）及

び製本（建設総務課） 

 

形 状 ・ 寸 法  別紙１のとおり 

予 定 数 量  別紙１のとおり 

契 約 期 間  令和 ９ 年 ４月 １日 ～ 令和 １０ 年 ３月 ３１日 

契 約 条 件 

 
 １ 単価契約内容 

（１） 原稿を用紙で渡すので、白黒出力する。もしくはフルカラー出力をする。
もしくは白黒出力（スキャニング）をする。 

（２） 原稿を電子データで渡すので、白黒出力をする。もしくはフルカラー出力
をする。 

（３） 製本は、二つ折り製本で、表紙・背表紙の印字を含む。 
 
 ２ 納品等 

各発注場所への収集回数、収集時間及び納品時間については、別紙１のとおり。
緊急時には、例外的に上記以外の発注、収集、納品を依頼することもあるため、

休日を含め協力すること。 
  
 ３ 発注場所、納品場所及び支払方法について 
   別紙のとおり 

 
 ４ 電子データについて  

（１） データの受け渡し方法について、FD、MO、CD または電子メールによりデ
ータを提供する。納品時に必ず返却すること。また、白黒入力（スキャニ
ング）は、依頼課の指定するファイル形式（PDF 形式等）で入力し、メー
ルもしくは依頼課の提供する CD-R 等にて納品すること。 

（２） 記憶媒体の取扱については、紛失しないように十分注意すること。紛失し
た場合には、すみやかに報告すること。 

（３） 提供したデータは本業務のみに使用し、業務終了後は受託者側には一切残
さないこと。 

（４） 当課における電子データは、下記ソフトを使用して作成するため、文字化
け等のないように出力すること。 

＊使用ソフト 
Autodesk 社製     Auto CAD LT  
Microsoft 社製     Power point、 Access、Word、Excel、 
                  Office 

  Justsystem 社製  一太郎 
           JW CAD 

Adobe 社製     Creative Suite、Photoshop、Illustrator、 
ｱｸﾛﾊﾞｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

   Fuji Xerox 社製   DoucuWorks 
      A.I.Soft 社製    まっぷっぷ 
      電子納品検査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・土木 CAD ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（武蔵版） 
   ＪＷＷ 

※ それぞれ最新バージョンに対応すること 
 
５ 個人情報取扱事務について 

   個人情報取扱事務については、別紙２に掲げるとおりとする。 
  
６ その他 

（１） 補助的な加工（マスキング、ホッチキス留め、パンチ穴あけ）も単価に含
め、指示通りの納品であること。 

（２） フルカラー、白黒コピーの各種折りも単価に含む。 
（３） 大量発注、緊急納品の際、契約決定業者が対応できない場合、契約業者か

ら本市に申し出があり、本市が了承すれば、他の登録業者に発注すること
ができる。 

（４） 発注、受注、納品及び請求について、本市の各課及び室により所定の様式
及び方法がある場合は、それに従うこと。 

（５） 予定数量は、過去の実績又は予測によるものであり、本市の都合により増
減する。大幅な増減があっても、本市は何ら補償しない。 

 



（別紙１）

◆R9年度予定数量
事業所名 建設局

発注内容，サイズ 予定数量総計

3A0 1
2AO+A1 1
2AO 1

AO+A1 1
AO 1
A1 50
A2 140
A3 670
3A0 1

2AO+A1 6
2AO 1

AO+A1 25
AO 35
A1 150
A2 35
A3 20
3A0 1

2AO+A1 1
2AO 1

AO+A1 10
AO 30
A1 30
A2 70
A3 90
3A0 1

2AO+A1 1
2AO 1

AO+A1 1
AO 15
A1 20
A2 15
A3 1
AO 1
A1 720
A2 5
A3 6

事業所計 2,158

◆製本予定数量
事業所名 建設局

発注内容、サイズ 予定数量総計

A3(A2を二つ折り) 1
A4(A3を二つ折り) 5
A2(A1を二つ折り) 1
A3(A2を二つ折り) 5
A4(A3を二つ折り) 35
A2(A1を二つ折り) 1
A3(A2を二つ折り) 130
A4(A3を二つ折り) 1,100
事業所計 1,278

※「白黒出力」・「フルカラー」の用紙は上質紙とする。
※製本の表紙への箔押しによる文字印刷に対応できること。

◆発注場所及び納品場所等

事業所名

建設企画課

監理検査課

土木管理課

橋りょう健全推進課

河川整備課

道路河川管理課

道路明示課

自転車政策推進室

道路建設室

みどり政策推進室

市街地整備課

二つ折り
製本表紙

文字なし

電子ﾃﾞｰﾀ
（以外）

原稿

二つ折り
製本

住所

白黒出力

白黒出力

フルカラー
出力

白黒入力
(ｽｷｬﾆﾝｸﾞ)

フルカラー
出力

電子ﾃﾞｰﾀ
原稿

収集回数、収集時間、納品時間、収集・納品場所及び支払方法

１　単価契約内容
（１） 原稿を用紙で渡すので、白黒出力する。もしくはフ
ルカラー出力をする。もしくは白黒出力（スキャニング）を
する。
（２） 原稿を電子データで渡すので、白黒出力をする。も
しくはフルカラー出力をする。
（３） 製本は、二つ折り製本で、表紙・背表紙の印字を含
む。

２　納品等各発注場所への収集回数、収集時間及び納品時間
については、下記のとおり。

３　発注場所、納品場所及び支払方法については、下記のと
おり

電子ﾃﾞｰﾀ
（以外）

原稿

PDF形式等

電子ﾃﾞｰﾀ
原稿

中京区寺町通御池上る
上本能寺前町488

（京都市役所分庁舎内）

収集回数、収集時間、納品時間及び収集・納品場所については、
原則、本表のとおりとする。
ただし、各事業所との協議によって、変更することも可能とする。

　○白黒出力、フルカラー出力
　　・本庁舎内の事業所
　　　　午後4時収集分　⇒　翌日午後4時納品

　○製本　1週間以内に納品

収集・納品場所については、各事業所により指定された場所とする。
収集については、収集日の前日までに各事業所より連絡する。
支払方法については、各事業所ごとに月末までの納品に対する請求に基づき、
１箇月ごとに支払う。

文字入り



個人情報取扱事務の委託契約に係る共通仕様書 
 
（個人情報の取扱いに関する安全管理措置状況申出書の提出） 
第１条 受注者（複数の事業者で構成する連合体が委託業務を履行する場合にあっては、当該連

合体の全ての構成員をいう。以下「受注者」という。）は、委託業務を開始する前に、京都市（以

下「発注者」という。）が定める「個人情報の取扱いに係る安全管理措置状況申出書」を提出し、

発注者による個人情報の取扱いに関する安全管理措置状況の確認を受けなければならない。 
 
（秘密の保持） 
第２条 受注者は、委託業務の処理をするうえで知り得た個人情報及び秘密をみだりに他人に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならない。また、委託業務が完了した後又はこの契約が解

除された後においても、同様とする。 
 
（個人情報総括管理者） 
第３条 受注者は、個人情報の漏えい、滅失、毀損等（以下「漏えい等」という。）の防止その他

の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じるとともに、個人情報を適正に管理させる

ために、個人情報総括管理者及び個人情報管理責任者を置かなければならない。 
 
（従業者の監督） 
第４条 受注者は、従業者に個人情報を取り扱わせるに当たっては、従業者に対し、委託業務の

処理をするうえで知り得た個人情報個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用

しないよう必要かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された

後においても同様とする。 
 
（個人情報の適正な管理） 
第５条 受注者は、委託業務に係る個人情報の漏えい等の防止その他個人情報の適正な管理のた

め、次の各号に掲げる措置のほか必要な措置を講じなければならない。 
⑴  個人情報を取り扱う委託業務を行う区域を設定し、その区域内に限って個人情報を取り

扱うこと。 
⑵ 個人情報を取り扱う機器、個人情報が記録された電子媒体、個人情報が記載された書類等

に関し、金庫、施錠が可能な保管庫、セキュリティワイヤー等での施錠又は入退室管理の可

能な保管室等による保管すること。 
⑶ 個人情報が記録された電子媒体、個人情報が記載された書類等を外部に運搬するとき、電

子データに対し暗号化処理を施した上で記録する等、適切な安全管理措置を講じること。 
⑷ 個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、その他この契約による事務の適

切な実施に必要な教育及び研修を、委託業務の従事者全員に対して実施すること。 
⑸ 個人情報を取り扱う作業を行う電子計算機に、セキュリティ対策のソフトウェアを導入し、

そのソフトウェアを常に最新の状態に保つこと。 
 
（再委託の制限） 
第６条 受注者は、委託業務の履行を第三者に再委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

あらかじめ書面により発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

別紙 2 



２ 受注者は、発注者の承諾を得て委託業務を再委託し、又は請け負わせたときは、その者の商

号又は名称その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。 
３ 第１項の場合、受注者は、再委託の相手方にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとと

もに、受注者と再委託の相手方との契約内容にかかわらず、発注者に対して再委託の相手方に

よる個人情報の取扱いに関する責任を負うものとする。 
 
（個人情報の目的外利用の禁止） 
第７条 受注者は、委託業務の処理において取り扱う個人情報を委託業務における利用の目的を

超えて利用してはならない。 
 
（個人情報の第三者提供の禁止） 
第８条 受注者は、委託業務の処理において取り扱う個人情報を第三者に提供してはならない。

ただし、第６条第１項のただし書に基づき、委託業務の履行を第三者に再委託し、又は請け負

わせるときは、この限りでない。 
 
（個人情報の不正な複製等の禁止） 
第９条 受注者は、委託業務の処理において取り扱う個人情報を当該処理の用以外の用に供する

目的で複写又は複製をしてはならない。 
 
（遵守状況の報告） 
第１０条 発注者は、必要があると認めるときは、この契約が求める個人情報の取扱いに係る遵

守状況の報告を受注者に求めること及び当該取扱いについて受注者に適切な措置をとるよう指

示することができる。 
２ 受注者は、前項の報告の求め又は指示があった場合は、速やかに応じなければならない。 
 
（立入調査等） 
第１１条 発注者は、受注者及び再委託先が委託業務を行うに当たり取り扱っている個人情報の

状況について、随時、受注者（委託業務の一部を再委託している場合は、当該再委託先を含む。

以下この条において同じ。）の事業所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査し、又は説明

若しくは資料の提出を求めることができる。 
２ 発注者は、この共通仕様書に係る受注者の個人情報の取扱いが不適当と認めるときは、必要

な指示を行うものとする。 
３ 受注者は、前２項の検査等を拒むことができないものとする。 
 
（提供した資料の返還） 
第１２条 受注者は、委託業務を処理するために委託者から貸与され、又は受注者が収集し、複

製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、委託業務の遂行上使用しないことと

なったとき又はこの契約が終了したとき若しくは解除されたときは、発注者の指示に従い、直

ちに委託者に返還し、若しくは引き渡し、若しくは消去し、又はその他の方法により処理する

ものとする。 
 
 



（事故の発生の報告義務） 
第１３条 受注者は、委託業務の処理において取り扱う個人情報の漏えい等の事故が発生したと

きは、直ちに発注者に報告し、発注者の指示に従わなければならない。この契約が終了し、又

は解除された後においても同様とする。 
 
（契約の解除及び損害の賠償） 
第１４条 発注者は、次のいずれかに該当するときは、この契約を解除し、又は受注者に対して

損害賠償の請求をすることができる。 

⑴ 委託業務を処理するために受注者が取り扱う個人情報について、受注者の責に帰すべき事

由による個人情報の漏えい等があったとき。 

 ⑵ 前号に掲げる場合のほか、この共通仕様書に違反し、委託業務の目的を達成することがで

きないと認められるとき。 

２ 前項第１号の個人情報の漏えい等に伴う損害賠償その他の一切の責任は、個人情報の漏えい

等が、受注者が再委託等をし、当該再委託等先において発生した場合であっても、受注者が負

うものとする。 
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個人情報の取扱いに係る安全管理措置状況申出書 

 

（提出日）     年  月  日 

（申請者） 

 

 

個人情報保護法に基づく安全管理措置について、下記のとおり申し出ます。 
 

記 
 
《個人情報の取扱い状況及び確認事項》 

 

１ 個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定  必須 

貴社の策定した個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順等を御記

入ください。併せて、当該規程を御提出ください。 
 

                                        
 

                                        
 

                                        

 

２ 組織的安全管理措置 

(1) 個人情報の取扱いに関する総括管理者及び管理責任者の設置  必須 

個人情報の取扱いに関する総括管理者及び管理責任者を記載した書類を御提出

ください。上記１により提出した基本方針等に記載がある場合は提出不要です。 

なお、付箋等で該当箇所を御教示願います。 

 

(2) 事件・事故における報告連絡体制  必須 

事件・事故における貴社の報告連絡体制が以下の項目の内容に合致しているか、

 のチェックで示してください。 
 

□ 漏えい等事案の発生時に備え、従業員から責任ある立場の者に対する報告連

絡体制等を決め、従業員に周知している。 

 

３ 人的安全管理措置  必須 

貴社の従業員教育が以下の項目の内容に合致しているか、 のチェックで示し

てください。 
 

□ 個人情報の適正な取扱いに関し、朝礼の際に定期的な注意喚起を行う、定期

的な研修を行うといった、従業員への啓発を実施している。 
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４ 物理的安全管理措置 

(1) 管理区域の設定及び安全管理措置の実施  必須 

設定している管理区域について御記入ください。□欄は管理区域に当該装置を

設置している場合、 のチェックで示してください。 
 

【管理区域の例】 

・サーバ等の重要な情報システムを管理する区域  ・個人情報を保管する区域 

・その他個人情報を取り扱う事務を実施する区域 

 

・管理区域の名称(1)                           
 

管理区域に設置している装置 

□ 施錠装置 □ 警報装置 □ 監視装置 □ その他（        ） 
 

持込可能な電子媒体及び機器                       

 

・管理区域の名称(2)                           
 

管理区域に設置している装置 

□ 施錠装置 □ 警報装置 □ 監視装置 □ その他（        ） 
 

持込可能な電子媒体及び機器                       

 

・管理区域の名称(3)                           
 

管理区域に設置している装置 

□ 施錠装置 □ 警報装置 □ 監視装置 □ その他（        ） 
 

持込可能な電子媒体及び機器                      

 

(2) 機器の盗難を防止するための措置の実施  必須 

貴社の措置が以下の項目の内容に合致しているか、 のチェックで示してくだ

さい。 
 

□ 個人情報を取り扱う機器、個人情報が記録された電子媒体又は個人情報が記

載された書類等を、施錠できるキャビネット・書庫等に保管している。 

 

□ 個人情報を取り扱う機器及び個人情報が記録された電子媒体にパスワードを

設定している。 
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(3) 搬送時の漏えい等を防止するための措置の実施  必須 

貴社の措置が以下の項目の内容に合致しているか、 のチェックで示してくだ

さい。 
 

□ 個人情報を搬送する場合は、管理責任者が個人情報の所在、搬送方法を把握

している。 

 

□ 個人情報が記録された電子媒体を持ち運ぶ場合、盗難、置き忘れ等に対応す

る措置として、暗号化又はパスワードを設定している。 

 

□ 個人情報が記録された書類等を持ち運ぶ場合、盗難、置き忘れ等に対応する

措置として、施錠した鞄に入れている。 

 

(4) 個人情報を破棄するための措置の実施  必須 

貴社の措置が以下の項目の内容に合致しているか、 のチェックで示してくだ

さい。 
 

□ 個人情報を破棄する場合は、個人情報が記録された電子媒体の物理的破壊、

個人情報が記録された書類の裁断等、復元不可能な方法で破棄している。 

 

□ 個人情報の破棄に当たっては、管理責任者が破棄の対象となる個人情報、破

棄の方法を事前に確認し、事後に復元不可能な方法で破棄されたことを確認し

ている。 
 

５ 技術的安全管理措置  必須 

 パソコン等の機器を使用して個人情報を取り扱う際に、貴社のセキュリティが各

項目の内容に合致しているか、 のチェックで示してください。 
 

□ 個人情報を取り扱うことのできる機器及び当該機器を取り扱う従業員を明確

化している。 
 

□ 個人情報を取り扱う情報システムを使用する従業員が正当なアクセス権を有

する者であることを、識別したうえで、ユーザーアカウントの認証している。 
 

□ 情報システム及び機器にセキュリティ対策ソフトウェアを導入する等、外部

からの不正アクセスを防止する措置を講じている。 
 

□ メール等により個人情報を含むファイルを送信する場合、当該ファイルにパ

スワードを設定している。 
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６ 外的環境の把握  

(1) 外国で設置されているサーバ等の利用  必須 

外国に設置されているサーバの利用や外国のクラウドサービスの利用を行って

いるか、 のチェックで示してください。 

 

□ 外国で設置されているサーバ等の利用を行っていない。 

 

□ 外国で設置されているサーバ等の利用を行っている。 

 

（行っている場合）貴社の当該国についての法令理解が以下の内容に合致してい

るか、 のチェックで示してください。 
 

□ 当該国の個人情報保護に関する制度等を把握した上で、個人情報の安全管理

のために必要かつ適切な措置を講じている。 
 

当該国名（複数ある場合はすべて）                 

 

(2) 外国での個人情報の取扱い  必須 

外国での個人情報の取扱い（個人情報の入力、編集、分析、出力等の処理）を

行っているか、 のチェックで示してください。 
 

□ 外国での個人情報の取扱いを行っていない。 

 

□ 外国での個人情報の取扱いを行っている。 

 

（行っている場合）当該国について、個人の権利利益を保護する上で我が国と同

等の水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を有している外国と

して個人情報保護委員会が定めるものであるか、 のチェックで示してくださ

い。 
 

□ 個人情報保護委員会が定めるものである。 

 

□ 個人情報保護委員会が定めるものではない。 

 

（行っている場合）貴社の当該国についての法令理解が以下の内容に合致してい

るか、 のチェックで示してください。 
 

□ 当該国の個人情報保護に関する制度等を把握した上で、個人情報の安全管理

のために必要かつ適切な措置を講じている。 
 

当該国名（複数ある場合はすべて）                 
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７ 委託先の監督  必須 

 個人情報を取り扱う事務の一部について、貴社から更に委託を行う（再委託）を

行う場合、貴社の監督が以下の項目の内容に合致しているか、 のチェックで示し

てください。 
 

 □ 委託先に対し、以下の例示のような形で、必要かつ適切な監督を行っている。 
 

（例示） 

・ この申出書で定めている措置と同水準の措置が、委託先において確実に実

施されるか確認している。 

・ 委託契約書に、個人情報を安全に管理するために必要な対応として両社同

意した内容及び委託先での取り扱い状況を委託元が把握できる規定がある。 

・ 定期的に監査を行う等により、委託契約書に盛り込んだ内容が適切に実施

されているかを調査し、必要に応じ委託内容を見直している。 

 

８ セキュリティ関連の認証  任意 

情報セキュリティマネジメントシステム（以下「ＩＳＭＳ」という。）、プライバ

シーマーク等の認証等、貴社が取得しているセキュリティ関連の認証について御記

入ください。また、認証を受けたことが分かる書類の写しを御提出願います。 

 

取得しているセキュリティ関連の認証（ＩＳＭＳ・プライバシーマーク等） 
 

名称                                   
 

認証年月日           最終更新年月日              

 

名称                                   
 

認証年月日           最終更新年月日              

 

名称                                   
 

認証年月日           最終更新年月日              

 


